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議案第45号

（総　則）

第１条　令和７年度庄原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 処理面積 124,649 ha

（２） 年間総処理水量 2,410,146 ㎥

（３） 一日平均処理水量 6,603 ㎥

（４） 建設改良費 343,677 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中総係費

74,298千円の財源にあてるため、企業債7,500千円を借り入れる。

第１款　下水道事業収益 2,007,982 千円

第１項　　営 業 収 益 505,817 千円

第２項　　営 業 外 収 益 1,502,165 千円

第３項　　特 別 利 益 0 千円

第１款　下水道事業費用 1,537,697 千円

第１項　　営 業 費 用 1,437,951 千円

第２項　　営 業 外 費 用 97,246 千円

第３項　　特 別 損 失 0 千円

第４項　　予 備 費 2,500 千円

令 和 ７ 年 度 庄 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　収　　　　　　入

　支　　　　　　出

-1-



（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額491,681千円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額7,826千円、当年度分損益勘定留保資金6,070千円、公営企業会計

適用債7,500千円及び当年度利益剰余金処分額470,285千円で補てんするものとする。）

第１款　資本的収入 389,247 千円

第１項　　企 業 債 196,000 千円

第２項　　国 庫 補 助 金 90,689 千円

第３項　　県 補 助 金 4,623 千円

第４項　　負 担 金 97,935 千円

第５項　　固定資産売却代金 0 千円

第１款　資本的支出 880,928 千円

第１項　　建 設 改 良 費 343,677 千円

第２項　　固定資産購入費 0 千円

第３項　　企業債償還金 537,108 千円

第４項　　基 金 積 立 金 143 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額  起債の方法

期　　　間

庄原市公共下水道水質及び汚泥分析業務に要す
る経費

令和８年度 契約に定める額

庄原市公共下水道汚泥処分業務に要する経費 令和８年度 契約に定める額

借入先の融資
条件による

償還の方法利    率

事　　　　　　項 限　度　額

　収　　　　　　入

　支　　　　　　出

起債の目的

下水道事業 203,500千円

年4.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該見
直し後の利率。）

証書借入
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　下水道事業費用のうち、営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費を、その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

（１）　職員給与費 71,661 千円

（他会計からの補助金）

第10条　下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、712,389千円

である。

（利益剰余金の処分）

第11条　当年度利益剰余金のうち470,285千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）　建設改良積立金 470,285 千円

令和７年２月14日　提出

庄原市長　木　山　耕　三
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予 算 に 関 す る 説 明 書



　収　　　　入 （単位：千円）　

款 項 目 予  定  額

下水道事業収益 2,007,982

営 業 収 益 505,817

営 業 外 収 益 1,502,165

みなし償却財源の収益化
除却財源の収益化
元金償還に対する一般会計繰入金の収益化

　支　　　　出 （単位：千円）　

款 項 目 予  定  額

下水道事業費用 1,537,697

営 業 費 用 1,437,951

営 業 外 費 用 97,246

予 備 費 2,500

201

88

管渠の維持に要する費用

519,990

有形固定資産の減価償却費

74,298

64,007

処理場の維持に要する費用

712,389

総 係 費

770,376

管理業務全般に要する費用

減 価 償 却 費

2,500予 備 費

97,136 企業債及び一時借入金に要する支払利息支 払 利 息

有形固定資産の除却に係る資産減耗費9,280資 産 減 耗 費

雑 支 出 110 過年度分下水道使用料収入過誤納払戻金

予備費

505,616

他 会 計 補 助 金 企業債支払利息等に対する一般会計補助金

備　　　　　　考

長 期 前 受 金 戻 入 773,586

下 水 道 使 用 料

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

15,959 消費税及び地方消費税還付金

備　　　　　　考

下水道使用料収入

排水設備指定工事店指定手数料等収入

市町職員等研修受講経費助成金

管 渠 費

処 理 場 費

令和７年度 庄原市下水道事業会計予算実施計画

そ の 他 営 業 収 益

雑 収 益

受 取 利 息 143 基金の運用に係る受取利息

 収 益 的 収 入 及 び 支 出
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　収　　　　入 （単位：千円）　

款 項 目 予  定  額

資 本 的 収 入 389,247

企 業 債 196,000

国 庫 補 助 金 90,689

県 補 助 金 4,623

負 担 金 97,935

一 般 会 計 負 担 金 70,652 企業債元金償還金等に対する一般会計負担金

　支　　　　出 （単位：千円）　

款 項 目 予  定  額

資 本 的 支 出 880,928

建 設 改 良 費 343,677

企 業 債 償 還 金 537,108

基 金 積 立 金 143

管路建設改良事業費

196,000

建設改良事業補助金

下水道事業に係る受益者負担金

備　　　　　　考

工 事 負 担 金 8,541

企業債元金償還金

18,742

処理場建設改良事業費

建設改良事業企業債等

備　　　　　　考

国 庫 補 助 金 90,689

企 業 債 償 還 金 537,108

県 補 助 金 4,623 企業債元金償還金補助金

支障下水道管等移設工事負担金

受 益 者 負 担 金

処理場建設改良費

83,923

基 金 積 立 金

259,754

143 基金への積立金

 資 本 的 収 入 及 び 支 出

企 業 債

管 路 建 設 改 良 費
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(単位:千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は損失） 463,531

　　　減価償却費 770,376

　　　固定資産除却費 9,280

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 549

　　　賞与引当金等の増減額（△は減少） 947

　　　長期前受金戻入額 △ 773,586

　　　受取利息 △ 143

　　　支払利息 97,136

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 14,978

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 30,162

　　　　　小計 522,950

　　　利息の受取額 143

　　　利息の支払額 △ 97,136

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 425,957

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 266,937

　　　基金積み立てによる支出 △ 143

　　　国庫補助金等による収入 172,111

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 94,969

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 203,500

　　　企業債の償還による支出 △ 537,108

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 333,608

　 　資金増加額(又は減少額） △ 2,620

   　資金期首残高 165,988

   　資金期末残高 163,368

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

令和７年度 庄原市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

-6-



１　総　　括

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 賃　　金 手当等 計

0 9 0 35,716 0 21,750 57,466 14,195 71,661

0 9 0 30,470 0 16,303 46,773 12,508 59,281

0 0 0 5,246 0 5,447 10,693 1,687 12,380

地　域 扶　養 通　勤 住　居 期末勤勉 時間外 管理職 児　童 特殊勤務 合　計

742 1,254 698 1,020 15,307 1,889 0 840 0 21,750

0 816 622 702 12,387 1,236 0 540 0 16,303

742 438 76 318 2,920 653 0 300 0 5,447

本 　年 　度

前 　年 　度

比　 　　　較

手 当 等 の 内 訳

給 与 費 明 細 書

（単位：人、千円）　

区　　　　分
職  員  数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　　計

（単位：千円）　

区　　　　　分

本 　年 　度

前 　年 　度

比　 　　　較
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

備   考

1,044

399

3,803

1,924

3,523

給　　　　料 5,246

 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 給料表改定

 昇 給 に 伴 う 増 加 分

 そ の 他 の 増 減 分 会計間異動等

（単位：千円）　

区　　　　　分 増　減　額 増  減  事  由  別  内  訳 説　　　　　明

手   当   等 5,447
 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 期末手当・勤勉手当・地域手当

 そ の 他 の 増 減 分 会計間異動等
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３　給与及び職員手当の状況

  (１）　職員１人当たり給与

  (２)  初  任  給

194,500 194,500

220,000 220,000

  (３)  級別職員数

1 級 1 11.1 ％

2 級 ％

3 級 3 33.3 ％

4 級 3 33.3 ％

5 級 2 22.3 ％

6 級 ％

7 級 ％

9 100.0 ％

1 級 1 11.1 ％

2 級 2 22.2 ％

3 級 3 33.4 ％

4 級 1 11.1 ％

5 級 2 22.2 ％

6 級 ％

7 級 ％

9 100.0 ％

（級別の基準となる職務）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

主 　事 １級以外 主任主事 係    長
  の主事 主 　　任 課    長 部　　長

技   師 １級以外 主任技師 専 門 員
  の技師

（単位：円、歳）　

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
職　　　　　　　　　種

（一般行政職）

平　　均　　給　　料　　月　　額 329,744

令和６年 ４ 月 １ 日現在 平　　均　　給　　与　　月　　額 300,589

平　　　均　　　年　　　齢 36.1

（単位：円）　

令和７年 ４ 月 １ 日現在 平　　均　　給　　与　　月　　額 364,082

平　　　均　　　年　　　齢 42.8

平　　均　　給　　料　　月　　額 280,778

（単位：人）　

区　　　　　　　分
一       般       行      政       職

級 職   員   数 構   成   比

区　　　　　　　分 一　　般　　行　　政　　職
一 　 般   会   計   の   制   度

一  　 般    行   政    職

高　　　　校　　　　卒

大　　　　学　　　　卒

一 般 行 政 職

令和７年 ４ 月 １ 日現在

計

令和６年 ４ 月 １ 日現在

計

区　　　　分
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  (４)  昇給

（Ａ） 9 9

本 （Ｂ） 9 9

１号級

年 ２号級 1 1

３号級

度 ４号級 8 8

100.0 ％ 100.0 ％

（Ａ） 9 9

前 （Ｂ） 9 9

１号級

年 ２号級 1 1

３号級

度 ４号級 8 8

100.0 ％ 100.0 ％

  (５)  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

　※(　)内は、再任用職員について記載したもの。

  (６)  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年 25年 35年
勤続の者 勤続の者 勤続の者

      

（単位：人）　

区　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　計 一　般　行　政　職

職　　　　 　員　  　　　数

比　　　率　　（Ｂ）　／　（Ａ）

（単位：月分）　

区　　　　　分
支給期別支給率

支 給 率 計 備　考
６月 12月

昇 給 に 係 る 職 員 数

号  級  数  別  内  訳

比　　　率　　（Ｂ）　／　（Ａ）

職　　　　 　員　  　　　数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号  級  数  別  内  訳

本    年    度 2.3(1.2) 2.3(1.2) 4.6(2.4) 有

前    年    度 2.25(1.175) 2.25(1.175) 4.5(2.35) 有

備　考
加算措置等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度 2.3(1.2) 2.3(1.2) 4.6(2.4) 有

（単位：月分）　

定年前早期退職特例措置
※１

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
※１（支給率等）

区　　　　　分 最 高 限 度
そ の 他 の

※１　早期退職募集制度導入の場合（3％～最大45％加算）

　　　 勧奨退職導入の場合（2％～最大20％加算）
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  (７)  その他の手当

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ
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期　　間 金　額 期　　間 金　額 下水道事業収益 資本的収入

千円 千円 千円 千円 千円

比和地区マンホールポンプ及び
制御盤用地の借上げに要する経
費
（平成29年度設定）

1,000
平成29年度

～
令和６年度

400
令和７年度

～
令和18年度

600 600 0

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項
限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支払義務発生(見込)額 支払義務発生予定額
左の財源内訳
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千円 千円 千円

１　営　業　収　益

(1)　給　  水  　収  　益 461,231

(2)　その他の営業収益 590 461,821

２　営　業　費　用

(1)　原水及び浄水費 54,750

(2)　配水及び給水費 453,096

(3)  業       務       費 66,373

(4)  総      係      費 770,879

(5)　減 価 償 却 費　 3,340 1,348,438

886,617

３　 営　業　外　収　益

(1)　受取利息及び配当金 143

(2)　受取利息及び配当金 719,447

(3)　受取利息及び配当金 772,791

(4)　受取利息及び配当金 177 1,492,558

４　 営　業　外　費　用

(1)　支    払    利    息 106,480

(2)　支    払    利    息 811 107,291 1,385,267

498,650

５　 特　別　利　益　

(1)　受取利息及び配当金 1,132 1,132

６　 特　別　損　失　

(1)　受取利息及び配当金 2,675

(2)　受取利息及び配当金 54

(3)　受取利息及び配当金 5,727 8,456 △ 7,324

７　 予　備　費　

(1)　受取利息及び配当金 2,500 2,500 △ 2,500

488,826

211,705

700,531

予 備 費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

受 取 利 息

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

他 会 計 補 助 金

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

総 係 費

減 価 償 却 費

処 理 場 費

  令和６年度　庄原市下水道事業予定損益計算書　

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費
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（単位：千円）

１　固　定　資　産

(1)　有 形 固 定 資 産

①  土         地 1,056,341

②  建    　 　物 2,214,614

     減価償却累計額 △ 1,144,854 1,069,760

③　構   築   物 30,647,285

     減価償却累計額 △ 12,406,362 18,240,923

④　機械及び装置 6,349,146

     減価償却累計額 △ 4,665,082 1,684,064

⑤　車両運搬具 931

     減価償却累計額 △ 419 512

⑥　工具器具及び備品 15,052

     減価償却累計額 △ 13,919 1,133

⑦　建設仮勘定 303,414

22,356,147

(2)　投         資

① 283,173

283,173

22,639,320

２　流　動　資　産

(1)　現  金  預  金 165,988

(2)　営 業 未 収 金 46,560

  　 △ 995 45,565

(3)　営 業 未 収 金 100

211,653

22,850,973

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

基 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

　令和６年度 庄原市下水道事業予定貸借対照表　

令和７年３月31日

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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（単位：千円）

３　固　　定　　負　　債

(1)　自 己 資 本 金

①　固有資本金 5,347,209

5,347,209

5,347,209

４　流　動　負　債

(1)　自 己 資 本 金

①　固有資本金 537,108

537,108

(2)　自 己 資 本 金 156,122

(3)　営 業 未 払 金

①　企   業   債 5,283

②　長期借入金 804

6,087

(4)　預 り 有 価 証 券 100

699,417

５　繰　延　収　益

(1)　長期前受金 32,968,387

△ 18,222,520 14,745,867

14,745,867

20,792,493

６　繰　延　収　益

(1)　資 本 剰 余 金

①　再評価積立金 732,734

732,734

732,734

７　繰　延　収　益

(1)　資本剰余金

① 489,509

②　利 益 積 立 金 29,553

③　建 設 改 良 積 立 金 106,153

625,215

(2)　資本剰余金

①　建 設 改 良 積 立 金 700,531

700,531

1,325,746

2,058,480

22,850,973負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

長 期 前 受 金

資 本 金 合 計

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
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千円 千円 千円

１　営　業　収　益

(1)　給　  水  　収  　益 459,651

(2)　その他の営業収益 194 459,845

２　営　業　費　用

(1)　原水及び浄水費 58,188

(2)　配水及び給水費 473,670

(3)  業       務       費 71,271

(4)  総      係      費 770,376

(5)　減 価 償 却 費　 9,280 1,382,785

922,940

３　 営　業　外　収　益

(1)　受取利息及び配当金 143

(2)　受取利息及び配当金 712,389

(3)　受取利息及び配当金 773,586

(4)　受取利息及び配当金 88 1,486,206

４　 営　業　外　費　用

(1)　支    払    利    息 97,136

(2)　支    払    利    息 99 97,235 1,388,971

466,031

５　 予　備　費　

(1)　受取利息及び配当金 2,500 2,500 △ 2,500

463,531

700,531

1,164,062

予 備 費

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

他 会 計 補 助 金

  令和７年度　庄原市下水道事業予定損益計算書　

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

受 取 利 息
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（単位：千円）

１　固　定　資　産

(1)　有 形 固 定 資 産

①  土         地 1,056,341

②  建    　 　物 2,213,505

     減価償却累計額 △ 1,177,568 1,035,937

③　構   築   物 30,766,690

     減価償却累計額 △ 12,981,486 17,785,204

④　機械及び装置 6,365,457

     減価償却累計額 △ 4,690,171 1,675,286

⑤　車両運搬具 931

     減価償却累計額 △ 628 303

⑥　工具器具備品 15,052

     減価償却累計額 △ 14,063 989

⑦　建設仮勘定 337,146

21,891,206

(2)　投         資

① 283,316

283,316

22,174,522

２　流　動　資　産

(1)　現  金  預  金 163,368

(2)　営 業 未 収 金 61,538

  　 △ 1,544 59,994

(3)　営 業 未 収 金 100

223,462

22,397,984

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投 資 そ の 他 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

基 金

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

土 地

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

　令和７年度 庄原市下水道事業予定貸借対照表　

令和８年３月31日

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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（単位：千円）

３　固　　定　　負　　債

(1)　自 己 資 本 金

①　固有資本金 5,013,601

5,013,601

5,013,601

４　流　動　負　債

(1)　自 己 資 本 金

①　固有資本金 537,108

537,108

(2)　営 業 未 払 金 172,925

(3)　営 業 未 払 金

①　企   業   債 6,740

②　長期借入金 1,107

7,847

(4)　預 り 有 価 証 券 100

717,980

５　繰　延　収　益

(1)　長期前受金 33,140,498

△ 18,996,106 14,144,392

14,144,392

19,875,973

６　繰　延　収　益

(1)　資 本 剰 余 金

①　再評価積立金 732,734

732,734

732,734

７　繰　延　収　益

(1)　資本剰余金

① 489,509

②　利 益 積 立 金 29,553

③　建 設 改 良 積 立 金 106,153

625,215

(2)　資本剰余金

①　建 設 改 良 積 立 金 1,164,062

1,164,062

1,789,277

2,522,011

22,397,984負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

長 期 前 受 金

資 本 金 合 計

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
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 収   　　 入

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

下水道事業収益 2,007,982

営 業 収 益 505,817

下 水 道 使 用 料 505,616

下 水 道 使 用 料 505,616

その他営業収益 201

手 数 料 120 排水設備指定工事店指定手数料収入

行 政 財 産 使 用 料 81 処理場に係る行政財産使用料収入

営 業 外 収 益 1,502,165

受 取 利 息 143

預 金 利 息 143 基金の運用に係る受取利息

他 会 計 補 助 金 712,389

一 般 会 計 補 助 金 712,389

長期前受金戻入 773,586

補 助 金 等 332,233 償却資産財源(補助金等)の収益化

一般会計補助金等 369,209

受 贈 財 産 評 価 額 26,421

受 益 者 負 担 金 45,723 償却資産財源(受益者負担金)の収益化

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

15,959

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

15,959

雑 収 益 88

そ の 他 雑 収 益 88 市町職員等研修受講経費助成金

償却資産財源(一般会計補助金等)の収益化

令 和 ７ 年 度 庄 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

償却資産財源(受贈財産評価額)の収益化

収 益 的 収 入 及 び 支 出

説            明

消費税及び地方消費税還付金

下水道使用料収入

企業債支払利息等に対する一般会計補助金

                   　      (単位：千円)
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 支　　　　出

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

下水道事業費用 1,537,697

営 業 費 用 1,437,951

管 渠 費 64,007

動 力 費 18,871 マンホールポンプ電気料金

修 繕 費 22,188

通 信 運 搬 費 3,845 マンホールポンプ一般回線電話料金

委 託 料 13,520 管路点検・清掃業務委託料等

賃 借 料 261 マンホールポンプ非常用発電機借上料等

工 事 請 負 費 5,322

処 理 場 費 519,990

給 料 3,345 東城支所１名分給料

地域手当 68 時間外手当 267

扶養手当 36 期末手当 500

住居手当 276 勤勉手当 418

通勤手当 232 児童手当 0

賞与引当金繰入額 458 期末手当 250 勤勉手当 208

法 定 福 利 費 980 共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

88 賞与引当金に要する法定福利費

退 職 手 当 組 合
普 通 負 担 金

283 退職手当組合普通負担金

旅 費 129 処理場管理資格研修受講等に要する旅費

備 消 品 費 1,865 処理場施設管理・水質管理消耗品購入費

光 熱 水 費 858 処理場水道料金等

動 力 費 45,366 処理場電気料金

燃 料 費 120

修 繕 費 19,697 処理場機器等修繕工事費

通 信 運 搬 費 584

手 数 料 10,748

委 託 料 421,811 処理場運転管理業務委託料等

賃 借 料 58 制御盤等土地借上料等

工 事 請 負 費 2,537 処理場浸水対策工事費等

薬 品 費 9,266 処理場汚水処理に要する薬品購入費

マンホールポンプ機器等修繕工事費

手 当 等

                   　      (単位：千円)

処理場一般回線電話料金等

合併処理浄化槽法定検査手数料等

1,797

舗装段差修繕工事費等

説            明

処理場自家発電機燃料等購入費
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 支　　　　出

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

総 係 費 74,298

給 料 19,031

地域手当 405 時間外手当 954

扶養手当 1,182 期末手当 3,055

住居手当 744 勤勉手当 2,420

通勤手当 342 児童手当 840

賞与引当金繰入額 2,723 期末手当 1,518 勤勉手当 1,205

法 定 福 利 費 5,690 共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

538 賞与引当金に要する法定福利費

退 職 手 当 組 合
普 通 負 担 金

1,613 退職手当組合普通負担金

旅 費 92 研修受講及び会議出席に要する旅費

備 消 品 費 129 関係例規追録及び参考図書等購入費

被 服 費 67 作業服等購入費

修 繕 費 156 公用車車検整備費等

通 信 運 搬 費 94

手 数 料 217 公用車車検代行手数料等

委 託 料 27,755

賃 借 料 2,455 下水道事業に係る会計システムリース料

負 担 金 1,991

公 課 費 7 公用車重量税

保 険 料 656 建物総合損害共済共済基金分担金等

研 修 費 291

報 償 費 90

貸倒引当金繰入額 761

減 価 償 却 費 770,376

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 9,280

固 定 資 産 除 却 費 9,280

                   　      (単位：千円)

説            明

770,376

受益者負担金納期前納付に係る報奨金

下水道使用料の貸倒れ見込に係る引当金

144

209

工 具 器 具 備 品

有形固定資産の除却に係る資産減耗費

手 当 等 9,942

下水道課４名及び東城支所１名分給料

建 物

車 輌 及 び 運 搬 具

構 築 物 575,124

処理場管理資格研修等受講費

33,768

排水設備確認申請等に要する郵送料

機 械 及 び 装 置 161,131

電算システム利用に要する経費の負担金等

下水道使用料に係る統合徴収業務委託料等
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 支　　　　出

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

営 業 外 費 用 97,246

支 払 利 息 97,136

借 入 金 利 息 296 一時借入金に要する支払利息

雑 支 出 110

そ の 他 雑 支 出 110

予 備 費 2,500

予 備 費 2,500

予 備 費 2,500 予備費

                   　      (単位：千円)

説            明

企 業 債 利 息 96,840 令和６年度借入分 3,854

過年度分下水道使用料収入過誤納払戻金

657

既借入分

令和５年度繰越借入分

92,329
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 収   　　 入

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

資 本 的 収 入 389,247

企 業 債 196,000

企 業 債 196,000

企 業 債 196,000 建設改良事業企業債等

国 庫 補 助 金 90,689

国 庫 補 助 金 90,689

国 庫 補 助 金 90,689 建設改良事業補助金

県 補 助 金 4,623

県 補 助 金 4,623

県 補 助 金 4,623 企業債元金償還金補助金等

負 担 金 97,935

受 益 者 負 担 金 18,742

受 益 者 負 担 金 2,042 公共下水道区域に係る受益者負担金

下水道事業分担金 16,700 上記以外の下水道事業分担金

工 事 負 担 金 8,541

工 事 負 担 金 8,541

一般会計負担金 70,652

一 般 会 計 負 担 金 70,652

                         (単位：千円)

支障下水道管等移設工事負担金

企業債元金償還金等に対する一般会計負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

説            明
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 支　　　　出

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

資 本 的 支 出 880,928

建 設 改 良 費 343,677

管路建設改良費 83,923

給 料 4,455 下水道課１名分給料

地域手当 90 時間外手当 223

扶養手当 0 期末手当 694

住居手当 0 勤勉手当 582

通勤手当 0 児童手当 0

賞与引当金繰入額 637 期末手当 346 勤勉手当 291

法 定 福 利 費 1,268 共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

128 賞与引当金に要する法定福利費

退 職 手 当 組 合
普 通 負 担 金

378 退職手当組合普通負担金

旅 費 245 設計審査等に要する旅費

備 消 品 費 400 事務用消耗品等購入費

燃 料 費 189 公用車燃料費

手 数 料 240 フルカラー複合機保守料

委 託 料 1,840

賃 借 料 333 公用車リース料等

工 事 請 負 費 71,523

負 担 金 698

美湯ハイツ管渠整備工事費及び
マンホールポンプ更新工事費等

下水道マンホール点検業務委託料

説            明

手 当 等 1,589

                         (単位：千円)

土木積算システム利用に要する経費の負担金等
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 支　　　　出

款      項 目 予 定 額 節 金   額 

処 理 場
建 設 改 良 費

259,754

給 料 8,885 下水道課２名分給料

地域手当 179 時間外手当 445

扶養手当 36 期末手当 1,387

住居手当 0 勤勉手当 1,161

通勤手当 124 児童手当 0

賞与引当金繰入額 1,272 期末手当 692 勤勉手当 580

法 定 福 利 費 2,221 共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

255 賞与引当金に要する法定福利費

退 職 手 当 組 合
普 通 負 担 金

753 退職手当組合普通負担金

旅 費 26 会議出席に要する旅費

備 消 品 費 260 事務用消耗品等購入費

燃 料 費 124 公用車燃料費

通 信 運 搬 費 102

手 数 料 32 複写機保守料

委 託 料 17,600

工 事 請 負 費 224,892

企 業 債 償 還 金 537,108

企 業 債 償 還 金 537,108

企 業 債 償 還 金 537,108 企業債元金償還金

基 金 積 立 金 143

基 金 積 立 金 143

基 金 積 立 金 143 基金への積立金

                         (単位：千円)

説            明

処理場改築更新工事費及び
合併処理浄化槽設置工事費等

3,332手 当 等

処理場改築更新工事施工管理
業務委託料等

合併処理浄化槽設置申請等に要する郵送料
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１．重要な会計方針に係る事項

　　（１）庄原市下水道事業会計については、当年度より農業集落排水事業及び浄化槽整備事業を会計統合し、改定後

　　　の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　（２）　固定資産の減価償却の方法

　　　　①　有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法 定額法による。

　　　　　　・主な耐用年数

建物   8年～50年

構築物 10年～50年

　うち、管渠施設   　　　 50年

機械及び装置  6年～ 30年

車両及び運搬具  　　　　 4年

　　　

　　（３）　引当金の計上方法

　　　　①　貸倒引当金

　　　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　　②　退職給付引当金

　　　　　　　　職員の退職手当は、「退職手当組合負担金の負担に関する覚書」に基づき、普通負担金を除き一般会計

　　　　　　　がその全額を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　　　③　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末におけ

　　　　　　　る支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　（４）　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２．予定貸借対照表等に関する事項

　　（１）　企業債の償還に係る他会計負担見込額

　　　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む

　　　　　　。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,884,317千円である。

令和６年度 庄原市下水道事業会計注記表
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３．セグメント情報に関する注記

　　（１）　報告セグメントの概要

　　　　　　　庄原市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び

　　　　　　浄化槽整備事業の４つを報告セグメントとしている。

事業区分

公 共 下 水 道 事 業

特 定 環 境 保 全

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

浄 化 槽 整 備 事 業

　　（２）　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　　　　　　　　令和６年度（自　令和６年４月１日　　　至　令和７年３月31日）

（単位：千円）

公共下水道
事 業

特 定 環 境
保 全 公 共
下水道事業

農 業 集 落
排 水 事 業

浄化槽整備
事 業

合 計

営業収益 258,420 43,277 89,359 70,765 461,821

営業費用 636,116 156,084 368,229 188,009 1,348,438

営業損益 △ 377,696 △ 112,807 △ 278,870 △ 117,244 △ 886,617

経常損益 229,203 77,240 189,591 2,616 498,650

セグメント資産 11,188,954 2,976,889 7,517,283 1,167,847 22,850,973

セグメント負債 9,641,305 2,981,682 7,088,402 1,081,104 20,792,493

その他の項目

　他会計補助金 292,883 98,761 252,471 75,332 719,447

　減価償却費 362,278 106,146 250,996 51,459 770,879

　支払利息 47,767 15,822 35,919 6,972 106,480

４．その他の注記

　　（１）　貸倒引当金の取崩し

　　　　　　　当事業年度において、下水道使用料を不納欠損するため、貸倒引当金238千円を取り崩す。

　　（２）　賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　　　　　　　当事業年度において、期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、賞与引当金

　　　　　　2,706千円及び法定福利費引当金525千円を取り崩す。

上記以外の処理区域で市が設置した浄化槽により汚水を処理する業務

事業の内容

公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務
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１．重要な会計方針に係る事項

　　（１）　固定資産の減価償却の方法

　　　　①　有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法 定額法による。

　　　　　　・主な耐用年数

建物   8年～50年

構築物 10年～50年

　うち、管渠施設   　　　 50年

機械及び装置  6年～ 30年

車両及び運搬具  　　　　 4年

　　　

　　（２）　引当金の計上方法

　　　　①　貸倒引当金

　　　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　　②　退職給付引当金

　　　　　　　　職員の退職手当は、「退職手当組合負担金の負担に関する覚書」に基づき、普通負担金を除き一般会計

　　　　　　　がその全額を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　　　③　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末におけ

　　　　　　　る支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　（３）　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２．予定貸借対照表等に関する事項

　　（１）　企業債の償還に係る他会計負担見込額

　　　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む

　　　　　　。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,550,709千円である。

令和７年度 庄原市下水道事業会計注記表
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３．セグメント情報に関する注記

　　（１）　報告セグメントの概要

　　　　　　　庄原市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び

　　　　　　浄化槽整備事業の４つを報告セグメントとしている。

事業区分

公 共 下 水 道 事 業

特 定 環 境 保 全

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

浄 化 槽 整 備 事 業

　　（２）　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　　　　　　　　令和７年度（自　令和７年４月１日　　　至　令和８年３月31日）

（単位：千円）

公共下水道
事 業

特 定 環 境
保 全 公 共
下水道事業

農 業 集 落
排 水 事 業

浄化槽整備
事 業

合 計

営業収益 253,945 44,605 88,562 72,733 459,845

営業費用 651,077 154,363 373,893 203,452 1,382,785

営業損益 △ 397,132 △ 109,758 △ 285,331 △ 130,719 △ 922,940

経常損益 214,842 68,084 175,233 7,872 466,031

セグメント資産 10,922,083 3,044,272 7,286,809 1,144,820 22,397,984

セグメント負債 9,160,592 2,980,981 6,683,695 1,050,705 19,875,973

その他の項目

　他会計補助金 285,261 92,115 241,110 93,903 712,389

　減価償却費 372,650 95,756 250,353 51,617 770,376

　支払利息 42,500 15,335 32,358 6,943 97,136

４．その他の注記

　　（１）　貸倒引当金の取崩し

　　　　　　　当事業年度において、下水道使用料を不納欠損するため、貸倒引当金212千円を取り崩す。

　　（２）　賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　　　　　　　当事業年度において、期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出のため、賞与引当金

　　　　　　5,283千円及び法定福利費引当金804千円を取り崩す。

上記以外の処理区域で市が設置した浄化槽により汚水を処理する業務

事業の内容

公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務

農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務
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